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表紙

・事業報告
「主要な営業所」、「従業員の状況」、「主要な借入先
の状況」、「その他企業集団の現況に関する重要な事
項」、「会社の株式に関する事項」、「責任限定契約の
内容の概要」、「補償契約の内容の概要」、「役員等賠
償責任保険契約の内容の概要」、「会計監査人の状
況」、「業務の適正を確保するための体制及び当該体制
の運用状況」

・連結計算書類
「連結持分変動計算書」、「連結注記表」

・計算書類
「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」

電子提供措置の開始日　2024年５月21日

第16回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

パーソルホールディングス株式会社
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主要な営業所、従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

会社名 住　所
パーソルテンプスタッフ㈱ 東京都渋谷区
パーソルBPO㈱ 東京都江東区
パーソルクロステクノロジー㈱ 東京都新宿区
パーソルキャリア㈱ 東京都千代田区
パーソルデジタルベンチャーズ㈱ 東京都港区
PERSOL Asia Pacific Pte. Ltd. Battery Road, Singapore

主要な営業所（2024年3月31日現在）

(1) 当社の主要な営業所
　本　　　店 東京都渋谷区代々木二丁目1番1号
　本社事業所 東京都港区南青山一丁目15番5号

(2) 子会社の主要な営業所

従業員の状況（2024年3月31日現在）

セグメントの名称 従業員数
Staffing SBU 31,015 (2,036)
BPO SBU 7,914 (1,517)
Technology SBU 8,201 (259)
Career SBU 5,738 (1,197)
R&D FU 826 (127)
Asia Pacific SBU 9,939 (374)
全社及びその他の事業 2,097 (1,665)

合　計 65,730 (7,175)
（注）従業員数は就業員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（契約社員、派遣社員）は、（　）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

主要な借入先の状況（2024年3月31日現在）
当連結会計年度末において、シンジケートローンを含む借入額が総額30,000百万円あ

ります。これらの借入先は、㈱三菱UFJ銀行、㈱三井住友銀行及び㈱みずほ銀行でありま
す。

その他企業集団の現況に関する重要な事項
記載すべき事項はありません。
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会社の株式に関する事項

会社の株式に関する事項（2024年3月31日現在）

1. 発行可能株式総数 7,200,000,000株

2. 発行済株式の総数 2,331,998,610株

3. 株主数 34,116名

株主名 持株数 持株比率
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 336,125,500株 14.54％
篠原欣子 263,316,000 11.39
㈱日本カストディ銀行（信託口） 171,125,600 7.40
一般財団法人篠原欣子記念財団 158,000,000 6.83
JP MORGAN CHASE BANK 385632 104,755,974 4.53
JP MORGAN CHASE BANK 380072 91,823,600 3.97
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 42,029,748 1.81
JPモルガン証券㈱ 40,355,293 1.74
MLPFS CUSTODY ACCOUNT 34,583,520 1.49
BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY JASDEC 34,491,613 1.49

取締役
（監査等委員である取締役
及び社外取締役を除く）

社外取締役
（監査等委員である取締役を

除く）
監査等委員である取締役

株式数 566,820株 21,500株 ー
交付対象者数 1名 1名 ー

4. 大株主

（注）1. 持株比率は自己株式21,629,253株を除外して計算しております。
2. 当社は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託を導入しております。当該信託の信託財産として日本マスタートラ

スト信託銀行㈱の役員報酬BIP信託口及び株式付与ESOP信託口が保有する当社株式24,591,386株は、上記の自己株
式に含めておりません。

5. その他株式に関する重要な事項
当社は2023年9月30日を基準日、同年10月1日を効力発生日として、当社普通株式

1株につき10株の割合で株式分割を実施いたしました。

6. 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

上記表中の株式数は、役員報酬BIP信託における退任取締役に対する交付株式数であります。当社の株式報酬制度において
は、株式交付規程に基づき、一定の割合につき信託内で換価したうえで、換価処分金相当額の金銭を給付していますが、上
記表中の株式数には、換価処分により金銭の給付を行った株式分についても含まれております。
なお、上記表中の社外取締役に交付した株式は、2023年10月1日付で実施した株式分割前の交付でありますが、株式分割
後の株式数に換算したうえで記載しております。
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会社の株式に関する事項

会社役員に関する事項
1．責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等である者を除く。）は、会社法第427条第1項の規
定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役（業務執行取締役等である者を除
く。）が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、100万円と会社法第
425条第1項に定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。

2．補償契約の内容の概要
当社は、取締役である水田正道氏、和田孝雄氏、玉越良介氏、山内雅喜氏、吉澤和弘

氏、Debra A. Hazelton氏、林大介氏、榎本知佐氏及び友田和彦氏との間で、会社法
第430条の2第1項に規定する同項第1号の費用及び同項第2号の損失を法令の定める範
囲内において当社が補償することを内容とする補償契約を締結しております。

3．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、当社及びパーソルグループ子会社の取締役、監査役、執行役員及び子会社の

設立国の法律によりこれらの者と同様の地位にある者を被保険者とする会社法第430条
の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。
保険料は会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該
保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、また
は、当該責任の追及にかかる請求を受けることによって生ずることのある損害につい
て、填補することとされております。ただし、法令違反の行為のあることを認識して行
った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。

－ 3 －
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会計監査人の状況

会計監査人の状況

支払額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 129百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 226

1. 会計監査人の名称
有限責任監査法人トーマツ

2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の
額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、取締役、執行役員、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手しかつ報告を受け、会計
監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況、報酬見積の算出根拠などの妥当性を検討した結果、会計監査
人の報酬等は適切であると判断しました。

3. 非監査業務の内容
当社における非監査業務の内容は、IFRSサステナビリティ開示基準への対応に関す

る助言業務等であります。

4. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める事由に該当し、解

任が相当と認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任い
たします。

また、監査等委員会は、会計監査人の独立性、職務執行状況等を総合的に勘案し、必
要があると判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関
する議案の内容を決定いたします。

5. 当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の当社の子会社の計算書類監査の状況
当社の重要な子会社のうち、PERSOL Asia Pacific Pte. Ltd.は、当社の会計監査人

以外の監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の
監査を受けております。

－ 4 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
当社は、2020年12月18日開催の取締役会にて業務の適正を確保するための体制に関

する基本方針を改定いたしました。また2023年4月1日付で執行体制の変更に伴う軽微な
改定をいたしました。その内容は以下のとおりであります。当社は、この基本方針に基づ
く内部統制システムの整備・運用状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講じるほか、こ
の本方針についても、経営環境の変化等に対応して不断の見直しを行い、一層実効性のあ
る内部統制システムの整備・運用に努めます。

1. 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
(1) 当社は、当社及び子会社（以下、総称して「当社グループ」という。）における業

務の適正を確保するため、経営理念、グループビジョン、行動指針を定める。
(2) 当社は、当社グループの企業価値を最大化する観点から、関係会社に対する適切な

株主権の行使を行う。
(3) 当社は、当社グループの内部統制のための各種グループ基本方針等を定め、当社グ

ループへ周知するとともに、これに基づく体制を整備させる。
(4) 当社は、事業環境の変化に迅速に対応することを目的として、SBU(Strategic 

Business Unit）体制を採用するとともに、SBU中核会社及びFU（Function 
Unit）中核会社の取締役会へ取締役を派遣し、SBU中核会社及びFU中核会社の経
営を監督することで、当社グループの経営管理の実効性を確保する。

(5) 内部監査部門は、当社グループの法令・定款及び社内規程の遵守体制の有効性につ
いて監査を行う。また、是正・改善の必要がある場合、速やかにその対策を講じる
ように適切な助言、勧告及び支援を行う。

（運用状況の概要）
・SBU及びFUにおける規程・機関を整備し、当社からSBU中核会社及びFU中核会

社へ取締役を派遣し、経営監督を行っております。
・HMC（Headquarters Management Committee）の下部組織として、グルー

プ横断の委員会（サステナビリティ、投資、リスクマネジメント、テクノロジ
ー、人事、ジェンダーダイバーシティ、スタッフウェルビーイングの７委員会）
を設置し、意思決定の高度化とグループガバナンスの両立を図っております。

・内部監査について、監査計画に基づく内部監査を実施のうえ、監査結果の概要、
指摘事項等を定期的に取締役会、監査等委員会及びHMCへ報告しております。

－ 5 －



2024/05/18 18:49:37 / 23071105_パーソルホールディングス株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

2. 取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制

(1) 当社グループは、コンプライアンスに関する行動規範及び基本規程を定め、コンプ
ライアンス体制の整備及びコンプライアンスの実践に努める。

(2) 当社は、当社グループのコンプライアンスを統括する部署を当社に設置し、コンプ
ライアンスに係る諸施策を継続して実施するとともに、その活動状況を取締役会に
報告する。

(3) 当社グループは、取締役、執行役員及び使用人に対して、コンプライアンスの教
育・研修を継続的に行う。

(4) 当社グループは、法令・定款等の違反行為を予防・早期発見するための体制とし
て、グループ内部通報制度を整備する。

(5) 当社グループは、反社会的勢力に対し、毅然とした態度で対応し一切の関係を遮断
する。

(6) 当社グループは、主管部署を定め、所轄警察署や特殊暴力防止に関する地域協議会
等から関連情報を収集し不測の事態に備えるとともに、事態発生時には主管部署を
中心に外部機関と連携し、組織的に対処する。

（運用状況の概要）
・パーソルのマテリアリティの一部である人権尊重とプライバシー保護や2022年6月

に施行された改正公益通報者保護法に対応したコンプライアンス・ハンドブックを制
作し、国内グループ会社の全役職員に配布しております。また、パーソルグループの
コンプライアンス及び情報セキュリティ並びに役職員がコンプライアンス違反に直面
した場合にとるべき行動についての研修を実施した他、国内グループ会社の全役員を
対象に取締役・監査役の義務と責任に関する研修を実施しております。海外グループ
会社においては、各国法令に対応した独自の研修コンテンツ等に基づくコンプライア
ンス啓発・推進活動を実施しております。

・内部通報制度を整備のうえ、イントラネット等を通じ同制度の周知に継続的に努めて
おります。国内グループ会社においては、「公益通報ホットライン」の認知率を把握
するとともに、さらなる認知度向上を目的とした全役職員向け「コンプライアンス研
修」にて公益通報ホットラインの制度概要を説明しております。海外グループ会社に
おいては、グループイントラやコーポレートサイトに、内部通報制度に係る窓口と制
度概要を掲載し、制度の普及に努めております。

－ 6 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 当社は、当社グループのリスク管理に関する規程を定め、当社グループのリスク管

理体制を整備する。
(2) 当社は、当社グループのリスク管理を統括する部署を当社に設置し、当社グループ

におけるリスクについて統合的に管理するとともに、重要リスクに関するリスク管
理体制及びその運用状況について定期的に取締役会に報告する。

(3) 当社グループは、大規模自然災害、パンデミック等の危機の発生に備え、危機管理
に関する規程を定め、危機管理体制の整備、危機発生時の連絡体制の構築及び定期
的な訓練の実施等、適切な体制を整備する。

（運用状況の概要）
・HMCの下部組織であるリスクマネジメント委員会にて、当社グループの重要リスク

を特定のうえ、リスク管理の状況をモニタリングしております。
・大規模災害対策として、首都直下型地震発生を想定した代替対策本部の整備や、国内

グループ会社の全役職員を対象とした安否確認訓練を実施しております。また既存の
危機管理体制や、運用の実効性の検証と課題の洗い出しを目的に、首都直下地震を想
定した経営層向け危機管理訓練を実施しました。本訓練で確認した課題については、
2024年度の上期までに改善を行います。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

4. 取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保する
ための体制

(1) 当社は、経営の監督と執行を分離し、取締役会が、独立した客観的な立場から、当
社グループの業務執行に対する経営監督機能を担う。

(2) 当社は、執行役員制度を導入することで業務執行責任の所在を明確化したうえで、
業務執行に係る決定を原則として代表取締役社長CEOに委任する。

(3) 当 社 は 、 代 表 取 締 役 社 長CEO の 補 佐 機 関 と し てHMC （Headquarters 
Management Committee）を設置し、当社グループの重要な業務執行に関する
事項について審議する。

(4) 当社は、グループ中期経営計画を策定し、当該中期経営計画を具体化するため、毎
事業年度ごとのグループ全体の重点経営目標及び予算配分等を策定する。

(5) 当社は、当社グループにおける職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他
の組織に関する基準を定め、当社グループへこれに準拠した体制を構築させる。

(6) 当社は、当社グループのITに関する規程を定め、主管部署を設置し、当社グループ
のITガバナンス体制を整備する。

（運用状況の概要）
・取締役会は、定款、「コーポレートガバナンス・ガイドライン」、「取締役会規程」

に基づき、当社グループの業務執行に対する経営監督を適切に行っております。
・HMCにて当社グループの重要な業務執行に関する事項について審議を行っております。
・「グループ IT ガバナンス規程」に基づき、IT委員会で、ITガバナンス及びITマネジ

メントに関する各規程類に準拠した審議及びモニタリングを行っております。
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5. 財務報告の適正性及び信頼性を確保するための体制
(1) 当社は、財務報告の適正性及び信頼性を確保するため、当社グループにおける財務

報告に係る内部統制に関する基本方針を定める。
(2) 当社は、財務報告に係る内部統制の実効性を確保するため、その内部統制を主管す

る部署及びその評価部署を設置する。
(3) 財務報告に係る内部統制を評価する部署は、その内部統制の有効性に関する評価結

果を定期的に取締役会等に報告する。
（運用状況の概要）

・財務報告に係る内部統制評価範囲を選定のうえ、関連する文書の更新、整備・運用評
価及び検出された不備に対する改善を実施し、取締役会へ評価結果を報告しておりま
す。

6. 取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する
体制
当社は、文書等の保存に関する規程を定め、重要な会議の議事録等、取締役及び執行

役員の職務の執行に係る情報を含む重要な文書等は、同規程の定めるところに従い適切
に保存及び管理を行う。また、取締役又は監査等委員会等から要請があった場合に備
え、適時閲覧が可能な状態を維持する。
（運用状況の概要）

・「文書管理規程」に基づき、重要な書類の保存期限を定め、適切な保存及び管理を行
っております。

・取締役向け情報基盤の整備を通じて、取締役がいつでも必要なときに取締役会、
HMC、委員会等の資料・議事録へアクセスできる環境を運用しております。
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7. 監査等委員会の職務の執行に関する体制
7－1. 監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

当社は、監査等委員会の要請に基づき、必要に応じてその職務を専属的に補助する使
用人を配置する。当該使用人に対する日常の指揮命令権は、監査等委員会にあり、監査
等委員でない取締役及び執行役員からは指揮命令を受けない。また、当該使用人に関す
る人事異動、人事考課及び懲戒処分等は、監査等委員会の同意を得たうえで行う。

7－2. 監査等委員会への報告に関する体制
(1) 当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、監査等委員会又は監査等委員会

の指示を受けた者の求めに応じて、事業及び内部統制の状況等の報告を行い、内
部監査部門は内部監査の結果等を報告する。

(2) 当社グループの取締役、執行役員及び使用人は、重大な法令・定款違反及び不正
行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼす事実又はそのおそれのある事実を知
ったときは、速やかに監査等委員会に報告する。

(3) 当社グループにおける取締役、執行役員及び使用人は、当社グループに著しい損
害を及ぼす事実又はそのおそれのある事実を知ったときは、速やかに当社グルー
プの定める担当部署に報告する。当該担当部署は、取締役、執行役員及び使用人
から報告を受けた事項について、速やかに当社の監査等委員会に報告する。

(4) 当社は、内部通報制度の適用対象に当社グループを含め、当社グループにおける
法令、定款、又は社内規程に違反する重大な事実、その他コンプライアンス上の
重大な問題に係る通報について、監査等委員会への適切な報告体制を確保する。

(5) 当社グループは、社内規程において、取締役、執行役員及び使用人が監査等委員
会への報告、又は相談者が内部通報窓口への通報により、人事評価において不利
な取扱いを受けることがなく、また懲戒その他の不利益処分の対象となることが
ないことを明示的に定める。
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7－3. その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するため
の体制

(1) 監査等委員会は、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執
行役員及び重要な使用人に対して報告を求め、代表取締役社長、内部監査部門及
び会計監査人とそれぞれ定期的な意見交換の実施を求めることができる。

(2) 当社は、監査等委員会及び監査等委員会の指示を受けた者がその職務の執行につ
いて生ずる費用の前払い又は支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求
したときは、その費用等が監査等委員会の職務の執行について生じたものでない
ことを証明できる場合を除き、これに応じる。

（運用状況の概要）
・監査等委員会及び監査等委員の職務を補助する体制として、執行部門から独立した専

任のスタッフを1名配置しております。当該スタッフは監査等委員会の指揮命令下に
あり、人事異動、人事考課及び懲戒処分等は監査等委員会の同意を得たうえで行って
おります。

・監査等委員会は、取締役、執行役員及び使用人から事業及び内部統制の状況等につい
て報告を受領しております。

・常勤監査等委員はSBU中核会社及びFU中核会社の全監査役と定期的に情報交換を行
っております。

・グループ各社の役職員から内部通報窓口へ通報された内容は、監査等委員会へ全件報
告しております。

・従業員が監査等委員会への報告または内部通報窓口への通報により、不利な取扱いを
受けることがないように、「公益通報ホットライン規程」において明示的に定めると
ともに、当該報告・通報があった場合に、その後不利な取扱いを受けていないことの
状況を確認する体制を構築しております。

・本基本方針に基づき、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用に対して社内
各部署と同様の経費精算体制をとっており、監査等委員会の請求に基づき適切に費用
負担をしております。
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連結持分変動計算書 （単位：百万円）

第16期
2023年4月 1 日から
2024年3月31日まで

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

2023年4月1日残高 17,479 12,272 154,926 △19,459

当期利益 - - 29,971 -

その他の包括利益 - - - -

当期包括利益合計 - - 29,971 -

自己株式の取得 - - - △0

自己株式の処分 - △1,915 - 2,346

自己株式の消却 - △7,528 - 7,528

配当金 - - △18,927 -

株式報酬取引 - 2,031 - -
支配継続子会社に対する
持分変動 - △107 - -

子会社の支配喪失に伴う
変動 - - - -

その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 - - 9 -

その他 - △0 - -

所有者との取引額合計 - △7,520 △18,918 9,874

2024年3月31日残高 17,479 4,751 165,979 △9,584
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第16期
2023年4月 1 日から
2024年3月31日まで

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持
分 合計

その他の資本の構成要素

合計在外営業
活動体の
換算差額

その他の包
括利益を通
じて公正価
値で測定す
る金融資産

確定給付
制度の再
測定

合計

2023年4月1日残高 150 4,287 14 4,452 169,670 13,859 183,529

当期利益 - - - - 29,971 2,002 31,974

その他の包括利益 7,671 1,724 △115 9,280 9,280 47 9,328

当期包括利益合計 7,671 1,724 △115 9,280 39,252 2,050 41,303

自己株式の取得 - - - - △0 - △0

自己株式の処分 - - - - 430 - 430

自己株式の消却 - - - - - - -

配当金 - - - - △18,927 △242 △19,169

株式報酬取引 - - - - 2,031 - 2,031
支配継続子会社に対
する持分変動 - - - - △107 311 204

子会社の支配喪失に
伴う変動 - - - - - △10 △10

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替

- △9 - △9 - - -

その他 - - - - △0 - △0

所有者との取引額合計 - △9 - △9 △16,573 58 △16,514

2024年3月31日残高 7,821 6,002 △100 13,724 192,349 15,968 208,317

(注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結計算書類の作成基準
　当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）の連結計算書類は、会社計算規則第
120条第１項の規定により、IFRS会計基準（以下「IFRS」という。）に準拠して作成しており
ます。なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略
しております。
　当社グループは、当連結会計年度からIFRSを初めて適用しており、IFRSへの移行日は2022
年４月１日であります。

⑵　連結の範囲に関する事項
・連結子会社の数　　144社
・主要な連結子会社の名称

パーソルテンプスタッフ㈱
パーソルBPO㈱
パーソルクロステクノロジー㈱
パーソルキャリア㈱
パーソルデジタルベンチャーズ㈱
PERSOL Asia Pacific Pte. Ltd.

⑶　持分法の適用に関する事項
・持分法適用の関連会社の数　　４社
・関連会社の名称

㈱イー・スタッフィング
㈱ベネッセi－キャリア
Atlas Programmed Marine Holdings Pty Limited
GLINTS PTE. LTD.

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
　子会社の決算日が当社の決算日と異なる場合には、連結決算日現在で実施した仮決算に基づ
く財務諸表を用いております。

⑸　会計方針に関する事項
①　金融商品の評価基準及び評価方法

金融資産
ⅰ）当初認識及び測定

　当社グループは、金融資産について、純損益又はその他の包括利益を通じて公正価値
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で測定する金融資産、償却原価で測定する金融資産に分類しております。この分類は、
当初認識時に決定しております。
　当社グループは、金融資産に関する契約の当事者となった取引日に当該金融商品を認
識しております。
　すべての金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定される区分に分類される場合を
除き、公正価値に取引コストを加算した金額で測定しております。ただし、重大な金融
要素を含んでいない営業債権は、取引価格で測定しております。
　金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分
類しております。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業

モデルに基づいて、資産が保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッ

シュ・フローが特定の日に生じる。
　償却原価で測定する金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定する金融資産に分類
しております。
　公正価値で測定する資本性金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定しな
ければならない売買目的で保有する資本性金融資産を除き、個々の資本性金融資産ごと
に、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他の包括利益で表示するという取消不能
の選択を行っており、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類し
ております。
　償却原価で測定する金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本
性金融資産以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類して
おります。

ⅱ）事後測定
　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。
(a) 償却原価により測定する金融資産

　償却原価により測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測
定しております。

(b) 公正価値により測定する金融資産
　公正価値により測定する金融資産の公正価値の変動額は純損益として認識しており
ます。
　ただし、資本性金融資産のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると
指定したものについては、公正価値の変動額はその他の包括利益として認識しており
ます。なお、当該金融資産からの配当金については、金融収益の一部として当期の純
損益として認識しております。
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ⅲ）金融資産の認識の中止
　当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅す
る、又は当社グループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転す
る場合において、金融資産の認識を中止しております。当社グループが、移転した当該
金融資産に対する支配を継続している場合には、継続的関与を有している範囲におい
て、資産と関連する負債を認識いたします。

ⅳ）金融資産の減損
　償却原価により測定する金融資産については、予想信用損失に対する貸倒引当金を認
識しております。
　当社グループは、期末日ごとに各金融資産に係る信用リスクが当初認識時点から著し
く増加しているかどうかを評価しており、当初認識時点から信用リスクが著しく増加し
ていない場合には、12ヶ月の予想信用損失を貸倒引当金として認識しております。一
方で、当初認識時点から信用リスクが著しく増加している場合には、全期間の予想信用
損失と等しい金額を貸倒引当金として認識しております。
　信用リスクが著しく増加しているか否かの評価を行う際には、期日経過情報のほか、
当社グループが合理的に利用可能かつ裏付け可能な情報（内部格付、外部格付等）を考
慮しております。
　なお、金融資産に係る信用リスクが期末日現在で低いと判断される場合には、当該金
融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していないと評価しております。
　ただし、重大な金融要素を含んでいない営業債権及び契約資産については、信用リス
クの当初認識時点からの著しい増加の有無にかかわらず、常に全期間の予想信用損失と
等しい金額で貸倒引当金を認識しております。
　予想信用損失は、契約に従って企業に支払われるべきすべての契約上のキャッシュ・
フローと、企業が受け取ると見込んでいるすべてのキャッシュ・フローとの差額の現在
価値として測定しております。
　当社グループは、金融資産の予想信用損失を、以下のものを反映する方法で見積って
おります。
・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額
・貨幣の時間価値
・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大

なコストや労力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報

　著しい景気変動等の影響を受ける場合には、上記により測定された予想信用損失に、
必要な調整を行うこととしております。
　当社グループは、ある金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有
していない場合には、金融資産の総額での帳簿価額を直接減額しております。
　金融資産に係る貸倒引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒引当金を減
額する事象が生じた場合は、貸倒引当金戻入額を純損益で認識しております。
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金融負債
ⅰ）当初認識及び測定

　当社グループは、デリバティブ以外の金融負債について、償却原価で測定する金融負
債に分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。
　当社グループは、金融負債を、当該金融商品の契約の当事者になった取引日に認識し
ております。
　金融負債は、当初認識時に公正価値で測定し、直接帰属する取引コストを控除した金
額で算定しております。

ⅱ）事後測定
　金融負債の当初認識後の測定は、実効金利法による償却原価で測定しております。
　実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得及び損失については、金融費
用の一部として当期の純損益として認識しております。

ⅲ）金融負債の認識の中止
　当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された義務が履
行されたか、免責、取消し、又は失効となった時に、金融負債の認識を中止しておりま
す。

ⅳ）非支配株主に係る売建プット・オプション
　非支配株主に係る売建プット・オプション負債について、見積将来キャッシュ・フロ
ーを割り引く方法により算定した現在価値を金融負債として認識するとともに、当初認
識後の変動については純損益として認識しております。

金融資産及び金融負債の表示
　金融資産及び金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的権利を有し、かつ純額で
決済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ相殺し、純
額で表示しております。

デリバティブ及びヘッジ会計
　当社グループは、主に外貨建変動金利借入金に対する為替及び金利変動のリスクに対応
するため、金利通貨スワップ等のデリバティブ契約を締結しております。これらのデリバ
ティブは、いずれもキャッシュ・フロー・ヘッジに該当し、契約日時点の公正価値で資産
または負債として当初認識しております。
　認識後の公正価値の変動は、ヘッジ対象及びヘッジ手段がヘッジ会計の要件を満たさな
い場合は純損益として認識しております。ただし、ヘッジ関係がヘッジ会計の要件を満た
している場合において、キャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ手段の利得または損失のう
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ち有効なヘッジと判定される部分については、その他の包括利益として認識し、その累計
額をその他の資本の構成要素として認識しております。その他の資本の構成要素として認
識された金額は、ヘッジ対象が純損益として認識される場合に、その影響を相殺するよう
に純損益に振り替えております。
　当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係並びにヘ
ッジを実施するに当たってのリスク管理目的及び戦略について、公式に指定及び文書化を
行っております。また、ヘッジ開始時及び継続期間中にわたり、ヘッジ対象取引のキャッ
シュ・フローの変動がヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動により相殺される経済的関
係にあることを確認するために、ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が一致している
か、または密接に合致しているかどうかの定性的な評価、あるいはヘッジ対象とヘッジ手
段の価値が同一のリスクにより価値変動が相殺し合う関係にあることの定量的評価を通じ
て、ヘッジ対象とヘッジ手段の間の経済的関係の存在を確認しています。なお、当社グル
ープの金利通貨スワップに係る通貨ベーシス・スプレッドは金額僅少のため純損益に及ぼ
す影響は重要ではありません。また、当社グループは有効性の高いヘッジを行っているた
め、通常、通貨ベーシス・スプレッド以外の重要な非有効部分は発生しないと想定してお
ります。
　ヘッジ関係についてリスク管理目的が変更された場合は、ヘッジ関係の適用を中止して
おります。

②　有形固定資産の評価方法、評価基準及び減価償却方法
　有形固定資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失
累計額を控除した価額で表示しております。
　取得原価には、資産の取得に直接関連するコスト、解体・除去及び土地の原状回復コスト
が含まれております。
　土地及び建設仮勘定以外の各資産の減価償却費は、それぞれの見積耐用年数にわたり、定
額法で計上されております。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりでありま
す。

・建物及び構築物　　　　１－50年
・工具器具及び備品　　　１－20年

　なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各報告期間末に見直しを行い、変更
があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

③　のれんに関する事項
　当社グループは、のれんを取得日時点で測定した被取得企業に対する非支配持分の認識額
を含む譲渡対価の公正価値から、取得日時点における識別可能な取得資産及び引受負債の純
認識額（通常、公正価値）を控除した額として当初測定しております。
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　のれんの償却は行わず、毎期及び減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを
実施しております。
　のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入れは行っておりませ
ん。
　また、のれんは連結財政状態計算書において、取得原価から減損損失累計額を控除した価
額で表示しております。

④　無形資産の評価方法、評価基準及び償却方法
　無形資産の測定には原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を
控除した金額で測定しております。
　個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。企業結合で取得
した無形資産は、取得日現在における公正価値で測定しております。
　耐用年数を確定できる無形資産は、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法で償却して
おります。見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各報告期間末に見直しを行い、変更が
あった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
　主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。

・ソフトウェア　５年
　なお、耐用年数を確定できない無形資産については、償却を行わず、毎期又は減損の兆候
が存在する場合にはその都度、減損テストを実施しております。

⑤　リース
　当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定
しております。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換
に移転する場合には、当該契約はリースであるか又はリースを含んでいると判定しておりま
す。
　契約がリースであるか又はリースを含んでいると判定した場合、リース開始日に使用権資
産及びリース負債を認識しております。リース負債は未払リース料総額の現在価値で測定
し、使用権資産は、リース負債の当初測定の金額に、開始日以前に支払ったリース料等、借
手に発生した当初直接コスト及びリースの契約条件で要求されている原状回復義務等のコス
トを調整した取得原価で測定しております。
　当初認識後は、使用権資産は耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、定額
法で減価償却を行っております。
　リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は連結損
益計算書において認識しております。
　ただし、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、
使用権資産及びリース負債を認識せず、リース料をリース期間にわたって、定額法又は他の
規則的な基礎のいずれかにより費用として認識しております。
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⑥　非金融資産の減損
　棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに
減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能
価額を見積っております。のれん及び耐用年数を確定できない、又は未だ使用可能ではない
無形資産については、減損の兆候の有無にかかわらず回収可能価額を毎年同じ時期に見積っ
ております。
　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうち
いずれか高い方の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フ
ローは、貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現
在価値に割引いております。減損テストにおいて個別にテストされない資産は、継続的な使
用により他の資産又は資産グループのキャッシュ・インフローから、概ね独立したキャッシ
ュ・インフローを生成する最小の資金生成単位に統合しております。のれんの減損テストを
行う際には、のれんが配分される資金生成単位を、のれんが関連する最小の単位を反映して
減損がテストされるように統合しております。企業結合により取得したのれんは、結合のシ
ナジーが得られると期待される資金生成単位に配分しております。
　当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成いたしません。全社
資産に減損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を決定して
おります。
　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する場合に純損
益として認識しております。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に
配分されたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産
の帳簿価額を比例的に減額しております。
　減損損失の戻入れは、過去に認識した減損損失を戻入れる可能性を示す兆候が存在し、回
収可能価額の見積りを行った結果、回収可能価額が帳簿価額を上回る場合に行っておりま
す。戻入れる金額は、減損損失を認識しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費及び
償却額を控除した後の帳簿価額を超えない金額を上限としております。なお、のれんに関連
する減損損失は戻入れいたしません。

⑦　従業員給付
ⅰ）短期従業員給付

　短期従業員給付については、割引計算は行わず、従業員が関連するサービスを提供した
時点で費用として認識しております。賞与及び有給休暇費用については、当社グループ
が、従業員から過去に提供された勤務の対価として支払うべき現在の法的又は推定的義務
を負っており、かつ、その金額を信頼性をもって見積ることができる場合、負債及び費用
として認識しております。
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ⅱ）退職後給付
　当社グループは、従業員の退職給付制度として主に確定拠出制度を採用しております。
　確定拠出制度は、雇用主が一定額の掛金を他の独立した基金に拠出し、その拠出額以上
の支払いについて法的または推定的債務を負わない退職給付制度です。
　確定拠出制度への拠出は、従業員がサービスを提供した期間に費用として認識し、未払
拠出額を債務として認識しています。

⑧　重要な引当金の計上基準
　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、現在の法的又は推定的義務を有し
ており、当該義務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高く、当該義務の金
額について信頼性のある見積りができる場合に認識しております。貨幣の時間的価値が重要
な場合には、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該負債に特有のリスク
を反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いております。時の経過に伴う割引額の
割戻しは金融費用として認識しております。
　なお、当社グループの主な引当金は次のとおりです。

資産除去債務
　資産除去債務には、当社グループが使用する賃借事務所・建物等に対する原状回復義務に
備え、過去の原状回復実績に基づき将来支払うと見込まれる金額を計上しております。これ
らの支出は、事務所等に施した内部造作の耐用年数を考慮して決定した使用見込期間経過後
に支払われると見込んでおりますが、将来の事業計画等により影響を受けます。

⑨　収益の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約に基づく収益について、IFRS第９号「金融商品」に基
づく利息及び配当収益等を除き、以下のステップを適用することにより認識しております。
　ステップ１：顧客との契約を識別する。
　ステップ２：契約における履行義務を識別する。
　ステップ３：取引価格を算定する。
　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
　ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。
　なお、各事業の収益認識の詳細は、「7．収益認識に関する注記」に記載しております。

⑩　外貨換算
ⅰ）外貨建取引

　外貨建取引は、取引日の為替レートで当社グループの各社の機能通貨に換算しておりま
す。
　期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算し
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パーソルキャリア㈱
のれん 16,712

商標権 5,233

Programmed社
Staffing事業

のれん 6,305

商標権 4,912

Programmed社
Facility Management事業

のれん 12,651

商標権 1,737

ております。
　公正価値で測定される外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の算定日における
為替レートで機能通貨に換算しております。
　取得原価で測定される外貨建非貨幣性項目は、取引日の為替レートで機能通貨に換算し
ております。
　換算又は決済により生じる換算差額は、純損益として認識しております。ただし、在外
営業活動体に対する純投資のヘッジ手段として指定された金融商品、その他の包括利益を
通じて測定される金融資産、及びキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額につい
ては、その他の包括利益として認識しております。

ⅱ）在外営業活動体の財務諸表
　在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び費用について
は平均為替レートを用いて日本円に換算しております。在外営業活動体の財務諸表の換算
から生じる換算差額は、その他の包括利益として認識しております。在外営業活動体の換
算差額は、在外営業活動体が処分された期間に純損益として認識されます。

２．会計上の見積りに関する注記
重要なのれん及び耐用年数が確定できない無形資産
  のれん及び耐用年数が確定できない無形資産のうち重要なものは、パーソルキャリア㈱及び
Programmed Maintenance Services Limited社（以下「Programmed社」という。）の
Staffing事業及びFacility Management事業に係るものであります。

⑴　連結計算書類に計上した金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、のれん及び耐用年数を確定できない無形資産について、毎期又は減損の兆
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 18,507百万円

営業債権及びその他の債権 1,068百万円
その他の金融資産 5百万円

（単位：百万円）

資産の種類 減損損失

のれん 2,279

無形資産

　ソフトウェア 221

 合計 2,501

候がある場合には随時、減損テストを実施しております。減損テストにおける各資金生成単位
及び資金生成単位グループの回収可能価額は、使用価値に基づき算定しております。使用価値
は、過去の経験と外部からの情報を反映し、マネジメントが承認した今後の５年分の事業計画
を基礎としたキャッシュ・フローの見積額を、当該資金生成単位の税引前の加重平均資本コス
ト7.76%～14.80％より現在価値に割り引いて算定しております。
　成長率は、資金生成単位及び資金生成単位グループの属する産業もしくは国における長期の
平均成長率を勘案して1.61～2.50％と決定しており、市場の長期の平均成長率を超過してお
りません。
　当該のれん等が配分された各事業の使用価値は帳簿価額を上回っておりますが、使用価値の
算定に用いた継続成長率が一定程度下落又は税引前割引率が一定程度上昇した場合、のれん等
の減損損失が認識される可能性があります。

3．連結財政状態計算書に関する注記

⑵　資産から直接控除した貸倒引当金

4．連結損益計算書に関する注記
⑴　減損損失

　当社グループは、減損損失の算定にあたって概ね独立したキャッシュ・インフローを生成さ
せるものとして識別される資産グループの最小単位を基礎としてグルーピングを行っておりま
す。
　減損損失の資産種類別の内訳は以下のとおりであります。

　のれんに係る減損損失は、主にHelpster Pte. Ltd. 及びその子会社において想定していた収
益が見込めなくなったことにより全額を対象として2,025百万円の減損損失を計上しました。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

　発行済株式

普通株式 236,704千株 2,098,798千株 3,505千株 2,331,998千株

　　　　合計 236,704千株 2,098,798千株 3,505千株 2,331,998千株

　自己株式

普通株式 9,177千株 42,493千株 5,450千株 46,220千株

　　　　合計 9,177千株 42,493千株 5,450千株 46,220千株

回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを税引前加重平均資本
コスト14.80％により現在価値に割り引いて算定しております。

⑵　持分法による投資の減損損失

　GLINTS PTE. LTD.への投資について減損の兆候が認められたため、減損テストを実施し
た結果、当初想定していた収益性が見込めなくなったことにより、2,142百万円の減損損失を
計上いたしました。

5．連結持分変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

（注）１. 普通株式の普通株式数の増加2,098,798千株は、2023年10月1日付で普通株式1株に
つき10株の割合で分割を行ったことによる増加であります。

２．普通株式の普通株式数の減少3,505千株は、自己株式の消却による減少であります。
３. 普通株式の自己株式数の増加42,493千株は、2023年10月1日付で普通株式1株につ

き10株の割合で分割を行ったことによる増加42,098千株及び譲渡制限付株式保有者
の退職及び制度移行に伴う無償取得による増加394千株であります。

４. 普通株式の自己株式数の減少5,450千株は、自己株式の消却による減少3,505千株、
譲渡制限付株式の付与による減少897千株及び役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信
託による当社株式の処分又は交付による減少1,047千株であります。

５．当連結会計年度末の自己株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社の株式12,572
千株及び株式付与ESOP信託が保有する当社の株式12,019千株が含まれております。
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決 議 株 式 の
種 類

配 当 金
の 総 額
( 百 万 円 )

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年６月20日
定時株主総会 普通株式 9,157 40 2023年３月31日 2023年６月21日

2023年11月10日
取締役会 普通株式 9,936 43 2023年９月30日 2023年12月８日

決 議 予 定 株 式 の
種 類

配 当 金
の 総 額
(百万円)

配当の原資
１ 株 当 た
り 配 当 額

(円）
基 準 日 効 力 発 生 日

2024年６月18日
定時株主総会 普通株式 9,934 利益剰余金 4.3 2024年３月31日 2024年６月19日

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

（注）１. 2023年６月20日定時株主総会決議に基づく「配当金の総額」には、役員報酬BIP信託
口及び株式付与ESOP信託口が保有する当社株式に対する配当金56百万円が含まれて
おります。

２. 2023年11月10日取締役会決議に基づく「配当金の総額」には、役員報酬BIP信託口
及び株式付与ESOP信託口が保有する当社株式に対する配当金109百万円が含まれて
おります。

３. 当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行ってお
ります。配当基準日が株式分割の効力発生日前である上記の「１株当たり配当額」に
つきましては、当該分割前の株式数で算出しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの
　次のとおり、提案をしております。

（注）１. 2024年６月18日定時株主総会決議予定に基づく「配当金の総額」には、役員報酬BIP
信託口及び株式付与ESOP信託口が保有する当社株式に対する配当金105百万円が含
まれております。

２. 当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行ってお
ります。「１株当たり配当額」につきましては、当該分割後の株式数で算出しており
ます。
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6．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　資本管理
　当社グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、財務の健全性を確
保しつつ資本効率性を高めることを資本管理の基本方針としております。
　この方針の下で用いる主な指標は、親会社の所有者に帰属する持分（自己資本）、親会社
所有者帰属持分比率（自己資本比率）、及び親会社所有者帰属持分当期利益（ROE）であり
ます。これらの指標については、経営者に定期的に報告され、モニタリングしております。
なお、当社グループが適用を受ける重要な資本規制はありません。

②　財務上のリスク管理
　当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク・流動性リ
スク・為替リスク・金利リスク・市場価格の変動リスク）に晒されており、当該財務上のリ
スクを軽減するために、一定の方針に基づきリスク管理を行っております。また、当社グル
ープは、デリバティブ取引を為替変動リスク又は金利変動リスクを回避するために利用して
おり、投機目的または裁定目的での取引は行わない方針であります。

③　信用リスク管理
　信用リスクは、保有する金融資産の相手先が契約上の債務に関して債務不履行になり、当
社グループに財務上の損失を発生させるリスクであります。当社グループは、与信管理規程
に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期
的に把握する体制としております。
　また、デリバティブ取引については、信用度の高い金融機関等とのみ取引を行っており、
信用リスクに及ぼす影響は限定的であります。
　なお、当社グループは、特定の相手先又はその相手先が所属するグループについて、過度
に集中した信用リスクを有しておりません。

④　流動性リスク管理
　流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債の返済義務を履行するにあた　
り、支払期日にその支払を実行できなくなるリスクであります。
　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新
するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

⑤　為替リスク管理
　当社グループにおける借入金及び社債における資金調達は、主に現地通貨を用いておりま
す。また、当社グループはアジア・パシフィックエリアを中心に事業を展開しております
が、各国の取引は基本的に各国内で完結しており、各グループ会社が当該会社の機能通貨以
外で実施している取引は限定的であります。

－ 26 －



2024/05/18 18:49:37 / 23071105_パーソルホールディングス株式会社_招集通知

連結注記表

⑥　金利リスク管理
　当社グループにおける借入金及び社債による資金調達は、主に固定金利で行っておりま
す。

⑦　市場価格の変動リスク管理
　当社グループは主として事業上の関係を有する企業に対して、資本性金融商品への投資を
行っており、株価の変動によるリスクに晒されております。当該リスクを管理するため、当
社では定期的に公正価値や発行体の財務状況等を把握し、また、市況や発行体との関係性を
勘案して保有状況を継続的に見直しております。

⑵　金融商品の公正価値等に関する事項
　公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性
に応じた公正価値測定額を、レベル１からレベル３まで分類しております。

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格（無調整）
レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値
レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

①　公正価値の算定方法
資産
　現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権等については、現金及び短期間で決済さ
れるものであり、帳簿価額が公正価値に近似しております。
　その他の金融資産の公正価値は以下を除き、資産の残存期間及び信用リスクを加味した利
率で割り引いた現在価値により算定しており、帳簿価額は公正価値に近似しております。

ⅰ）投資有価証券
　上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しております。非上場
株式の公正価値については、取引事例法、類似企業比較法等の適切な評価技法を用いて評
価しております。

負債
　営業債務その他の債務及び短期借入金については、短期間で決済されるものであり、帳簿
価額が公正価値に近似しております。
　社債及び長期借入金の公正価値は、元利息の合計額を、国債の利回り等適切な指標に信用
スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。
　その他の金融負債の公正価値は以下を除き、負債の残存期間及び信用リスクを加味した利
率で割り引いた現在価値により算定しており、帳簿価額は公正価値に近似しております。
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帳簿価額 公正価値

長期借入金 30,001 29,882

ⅰ）デリバティブ負債
　デリバティブ負債の公正価値は、取引金融機関から提示された価格に基づいて算定して
おります。

ⅱ）非支配株主に係る売建プット・オプション
　非支配株主に係る売建プット・オプションの公正価値は、見積将来キャッシュ・フロー
を、固有のリスクを加味した割引率を使用して割り引いた現在価値により算定しておりま
す。

②　償却原価で測定される金融商品
　償却原価で測定される金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。なお、
帳簿価額が公正価値の合理的な近似値になっている場合には記載を省略しております。

（単位：百万円）

（注）１. １年内に返済予定の残高を含んでおります。
２. 長期借入金の公正価値はレベル２に分類しております。
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レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産
純損益を通じて公正価値で測定
する金融資産

その他の金融資産

株式等 － － 3,189 3,189
その他の包括利益を通じて公正
価値で測定する金融資産

その他の金融資産

株式 4,044 － 9,665 13,710

合計 4,044 － 12,855 16,900

金融負債

その他

その他の金融負債
非支配株主に係る売建プッ
ト・オプション

－ － 932 932

合計 － － 932 932

③　公正価値で測定する金融商品とヒエラルキー
　公正価値で測定される金融商品及び金融負債の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであ
ります。

（単位：百万円）

④　評価プロセス
　レベル３に分類された金融商品については、財務部門責任者により承認された評価方針及
び手続に従い、外部の評価専門家又は適切な評価担当者が評価及び評価結果の分析を実施し
ております。評価結果は財務部門責任者によりレビューされ、承認されております。

⑤　レベル３に分類された金融商品に関する定量的情報
レベル３に分類される公正価値で測定された資産のうち、重要な観察可能でないインプット
を使用して公正価値を測定した資産に関する主な定量的情報はPER倍率であり、当会計年度
は16.5倍であり、公正価値はその上昇（低下）によって増加（減少）します。なお、観察
可能でないインプットを合理的に考えうる代替的な仮定に変更した場合に著しい公正価値の
増減は見込まれておりません。
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当連結会計年度
（自　2023年４月１日

至　2024年３月31日）

期首残高 11,137

利得及び損失合計

純損益（注） 223

その他の包括利益 995

購入 791

売却 △105

上場によるレベル１への振替 △151

その他 △35

期末残高 12,855

報告期間末に保有している資産について純損益に計上された当期の未実
現損益の変動（注）１ 225

⑥　公正価値ヒエラルキーレベル３に区分される金融資産の期首残高から期末残高への調整表

公正価値ヒエラルキーレベル３に区分される金融資産の期首残高から期末残高への調整表は
以下のとおりです。

（単位：百万円）

（注)　連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他

（注）１ 合計
Staffing BPO Technology Career Asia 

Pacific 計

人材派遣 520,513 13,961 58,910 244 244,316 837,945 － 837,945

リクルーティング 7,292 0 377 125,487 8,811 141,969 8,966 150,936

受託請負 41,876 89,970 32,726 141 6,770 171,486 1,381 172,867

メンテナンス － － － － 151,426 151,426 － 151,426

その他 539 26 0 274 1,446 2,287 11,368 13,655

顧客との契約から
生じる収益

570,221 103,959 92,014 126,148 412,770 1,305,114 21,716 1,326,830

その他の源泉から
認識した収益
（注）２

－ － － － － － 292 292

外部顧客への
売上高

570,221 103,959 92,014 126,148 412,770 1,305,114 22,009 1,327,123

7．収益認識に関する注記

⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ
全体に係る事業並びに教育研修、障がい者に関連する事業、ファシリティマネジメン
トに関する事業、人材採用・人材管理等のデジタルソリューションサービスの提供や
インキュベーションプログラムを通じた新規事業の創出に関する事業を行っておりま
す。

２．「その他の源泉から認識した収益」は、事業維持活動に必要な補助金・助成金収入で
あり、IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」で定める顧客との契約から生じる
収益の額に含まれない収益であります。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
①　人材派遣事業

当社グループは、事務領域を中心に幅広い業種に対応した人材派遣に加え、技術者を専門
とした人材を顧客に派遣する人材派遣サービスを提供しております。

人材派遣サービスについては、契約に基づき労働力を提供する義務を負っております。当
該履行義務は、派遣社員による労働力の提供に応じて充足されると判断し、派遣社員の派遣
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期間における稼働実績に応じて人材派遣契約に定められた金額に基づき収益を認識しており
ます。

なお、取引の対価は履行義務の充足時点から概ね１か月で支払いを受けており、重要な金
融要素は含んでおりません。

②　リクルーティング事業
当社グループは、社員の採用を希望する顧客に対し、求める人材要件を整理した上で、職

務経歴・スキル・志向の合った候補者を選定し、転職希望者を紹介する人材紹介サービスを
提供しております。当社グループは、紹介した転職希望者の入社をもって、顧客から紹介料
を得ております。

人材紹介サービスについては、契約に基づき個々の採用の成立に関するサービスの提供を
行う義務を負っております。当該履行義務は、個々の入社時点で充足されるため、同時点で
収益を認識しております。

また、社員の採用を希望する顧客に対して、当社グループが運営するインターネットサイ
トへの広告掲載により募集から採用までの活動を支援することで、顧客より広告掲載料を得
ております。

インターネットサイトへの広告掲載については、期間保証型の広告サービスについて、契
約で定められた期間に渡り、広告を掲示する義務を負っております。当該履行義務は時の経
過につれて充足されるため、当該契約期間に応じて均等按分し収益を認識しております。

なお、いずれの取引についても取引の対価は履行義務の充足時点から概ね１か月で支払い
を受けており、重要な金融要素は含んでおりません。

③　受託請負事業
当社グループは、受託請負としてBPO（Business Process Outsourcing）サービス、IT

領域やエンジニアリング領域の製造・開発受託請負サービスを提供しております。受託請負
は、顧客と締結した請負契約又は準委任契約に定められた業務を完了する義務を負っており
ます。

受託請負業務については、製造請負を除き業務の進捗につれて履行義務が充足されるた
め、契約期間にわたって進捗度に応じた売上高を認識しており、測定には取引の性質に応じ
て、履行義務の充足が発生原価に比例している場合には契約ごとの見積総原価に対する発生
原価の割合を使用する方法（インプット法）、時の経過と相関する場合には時間の経過に応
じて収益を計上する方法を適用しております。

製造請負業務については、顧客による製品の検収をもって履行義務が充足されるため、検
収時点で収益を認識しております。

なお、いずれの取引についても取引の対価は履行義務を充足し請求した時点から概ね１か
月で支払いを受けており、重要な金融要素は含んでおりません。

④　メンテナンス事業
当社グループは、主に豪州において塗装やビルメンテナンスを含む保守・運用サービスを
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2023年４月１日 2024年３月31日
顧客との契約から生じた債権 160,971 166,051
契約資産 27,470 29,447
契約負債 6,596 6,931

受託請負事業 22,745

メンテナンス事業 11,088

合計 33,834

提供しております。メンテナンス事業については、顧客と締結した契約に定められた業務を
完了する義務を負っております。

メンテナンス事業のうち、継続案件については業務の進捗につれて履行義務が充足される
ため、契約期間にわたって進捗度に応じた売上高を認識しており、測定には取引の性質に応
じて、履行義務の充足が稼働時間に比例する場合には見積り総稼働時間に対する実績稼働時
間の割合を使用する方法、発生原価に比例している場合には契約ごとの見積総原価に対する
発生原価の割合を使用する方法（インプット法）を適用しております。

また、単発案件は作業完了の一時点で履行義務が充足されるため、当該時点で収益を認識
しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足し請求した時点から概ね１か月から２か月の間で支払
いを受けており、重要な金融要素は含んでおりません。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）

契約資産は主に受託請負事業及びメンテナンス事業に関連して認識したものであり、履行
義務の充足に従って認識した収益のうち、顧客に請求する日より前にかかる部分でありま
す。

当連結会計年度の期首の契約負債残高に含まれていた金額は、概ね当該連結会計年度にお
いて収益に認識されております。

②　残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

これらのうち、受託請負事業に関連するものは約30％が１年以内に、残り約70％がその後
5年以内に収益として認識されると見込んでおります。また、メンテナンス事業に関連するも
のは1年以内に約41％、５年以内に約91％が、残り約9％についても10年以内には収益とし
て認識されると見込んでおります。なお、当社グループでは実務上の便法を使用し、個別の
予想契約期間が１年以内の契約及び履行したサービスに応じて請求する権利を有する金額で
収益を認識する契約について注記の対象に含めておりません。

－ 33 －



2024/05/18 18:49:37 / 23071105_パーソルホールディングス株式会社_招集通知

連結注記表

１株当たり親会社所有者帰属持分 84円15銭
基本的１株当たり当期利益 13円22銭
希薄化後１株当たり当期利益 13円14銭

（１）　取得する株式の種類 当社普通株式

（２）　取得する株式の総数
123,700,000株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合5.41％）

（３）　株式取得価額の総額 200億円（上限）

（４）　自己株式の取得期間 2024年6月3日～2025年3月31日

（５）　取得の方法 東京証券取引所における市場買付

（６） その他

本件により取得した自己株式については、そのうち３分の１の
み将来の株式報酬制度に活用するため保有するものの、その他
は会社法第178条の規定に基づく取締役会決議により消却する
予定です。

8．１株当たり情報に関する注記

（注）当社は、2023年10月１日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っており
ます。当連結会計年度の期首に当該分割が行われたと仮定して、１株当たり親会社所有
者帰属持分、基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益を算定してお
ります。

9．重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）

　当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしまし
た。

⑴　自己株式の取得を行う理由
　当社は、中長期的な企業価値の向上と継続的な配当の実施を通じた株主還元を重要な経
営課題と位置づけています。この度、当社の中期経営計画の進捗及び財務状況、並びに株
価の状況等に鑑み、株主還元の拡充を図るため、自己株式を取得するものです。

⑵　取得の内容

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）
　当社は、2024年５月13日開催の当社取締役会において、今後の当社及び当社グループの経
営を担っていく管理職及びそれに準じる役職に就く社員を対象とする３年間の期間に係る譲渡
制限付株式報酬として自己株式の処分（以下「本自己株処分」という。）を行うことについ
て、下記のとおり決議いたしました。
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（１）　処分期日 2024年９月25日

（２）　処分する株式の種類及び数（※１） 当社普通株式　13,740,944株

（３）　処分価額（※２） １株につき226円

（４）　処分総額（※３） 3,105,453,344円

（５）　処分予定先（※４）
当社の管理職層従業員　　　　　248名　  1,097,152株
当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従業員
　　　　　　　　　　　　　　2,858名　12,643,792株

（６） その他
本自己株処分については、金融商品取引法に基づく有価証券
届出書の効力発生を条件とします。

⑴　処分の概要

※１．処分株式数は、割当対象者１名当たり１百万円を上限としたものに本株式の処分に
係る取締役会決議の直前営業日（2024年５月10日）の東京証券取引所における当
社普通株式の取引所終値である225.9円の小数点第一位を切り上げた226円で除
し、１人当たり株式数を算出します（１株未満切り捨て）。その１人当たり株式数
に割当対象者3,106名を乗じた株数で処分されたと仮定した場合の現時点の見込数
であります。実際の処分株式数につきましては、本株式の処分に係る取締役会決議
の直前営業日（2024年５月10日）の東京証券取引所における当社普通株式の取引
所終値である225.9円と条件決定日（2024年５月17日）の直前営業日（2024年５
月16日）の東京証券取引所における当社普通株式の取引所終値のいずれか高い方の
終値を使用し、上記算定式に当てはめ、算出した数となります（終値に小数点第一
位数値が発生した場合、切り上げをします。当日に終値が付かなかった場合は、１
営業日毎に遡った営業日の終値とします。）。

※２．処分価額は、2024年５月13日開催の当社取締役会の直前営業日（2024年５月10
日）の東京証券取引所における当社普通株式の取引所終値である225.9円の小数点
第一位を切り上げた226円で処分されたと仮定した場合の現時点の見込額を記載し
ております。実際の処分価額につきましては、本取締役会決議の直前営業日（2024
年５月10日）の東京取引所における当社普通株式の取引所終値である225.9円と条
件決定日（2024年５月17日）の直前営業日（2024年５月16日）の東京証券取引
所における当社普通株式の取引所終値のいずれか高い方の終値を使用します（終値
に小数点第一位数値が発生した場合、切り上げをします。当日に終値が付かなかっ
た場合は、１営業日毎に遡った営業日の終値とします。）。

※３．処分総額は、処分株数に処分価額を乗じ算出を行っており、現時点の見込額を記載
しております。実際の処分総額につきましては、条件決定日（2024年５月17日）
に処分株数と処分価額が決まることにより確定いたします。

※４．処分予定先の株数は、処分する株式の種類及び数に記載の株数を人数に応じ配分し
た株数であり、現時点の見込数を記載しております。実際の処分予定先の株数につ
きましては、条件決定日（2024年５月17日）に処分する株式の種類及び数が決ま
ることにより確定いたします。
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⑵　処分の目的及び理由
　当社は、当社の管理職層従業員並びに当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従
業員に企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、当社の株主の皆
様とのより一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式を交付する株式報
酬制度（以下「本制度」という。）を導入することを決定いたしました。
　当社は、2024年５月13日開催の当社取締役会において、当社の管理職層従業員並びに
当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従業員に対する2024年４月１日から2027
年３月31日までの期間に係る譲渡制限付株式報酬として、割当予定先である当社の管理職
層従業員並びに当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従業員3,106名（以下「割
当対象者」という。）に対し、金銭報酬債権を支給し、割当対象者が当該金銭報酬債権の
全部を現物出資の方法によって給付することにより、特定譲渡制限付株式として当社普通
株式を割り当てることを決議いたしました。なお、各割当対象者に対する金銭報酬債権の
額は、当社及び当社国内子会社における各割当対象者の貢献度等諸般の事項を総合的に勘
案の上、決定しております。また、当該金銭報酬債権は、各割当対象者が、当社との間
で、大要、以下の内容をその内容に含む譲渡制限付株式割当契約（以下「割当契約」とい
う。）を締結すること等を条件として支給いたします。

⑶　割当契約の概要
① 譲渡制限期間

2024年９月25日～2027年３月31日
　上記に定める譲渡制限期間（以下「本譲渡制限期間」という。）において、割当対象
者は、当該割当対象者に割り当てられた譲渡制限付株式（以下「本割当株式」とい
う。）につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈
その他一切の処分行為をすることができません（以下「譲渡制限」という。）。
　本制度は、2024年４月１日に在籍する当社の管理職層従業員並びに当社国内子会社
の取締役、監査役及び管理職層従業員を割当対象者とするものであり、当該日より始ま
る３年間の労務に対するインセンティブ制度です。

② 譲渡制限付株式の無償取得
　当社は、割当対象者が当社の管理職層従業員又は当社国内子会社の管理職層従業員の
場合は、本譲渡制限期間が満了する前に当社の従業員及び当社国内子会社の従業員のい
ずれの地位からも退任又は退職したときに、割当対象者が当社国内子会社の取締役、監
査役の場合は、本譲渡制限期間が満了する前に当社の従業員並びに当社国内子会社の取
締役、監査役及び従業員のいずれの地位からも退任又は退職したときに、当社執行役員
CHROが正当と認める理由がある場合、若しくは別途当社と割当対象者との間で締結さ
れる割当契約書に定める事由に該当する場合を除き、本割当株式を、当該退任又は退職
の時点をもって、当然に無償で取得するものといたします。
　なお、上記の退任又は退職につき当社執行役員CHROが正当と認める理由がある場
合、若しくは別途当社と割当対象者との間で締結される割当契約書に定める事由に該当
する場合には、当該時点において割当対象者が保有する本割当株式の数（以下「本株式
数」という。）から、2024年４月から当該退任又は退職した日又は当該事由が発生し
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た日を含む月までの月数を36で除した数（ただし、計算の結果１を超える場合には１
とする。）に本株式数を乗じた数（ただし、計算の結果１株未満の端数が生ずる場合に
は、これを切り捨てるものとする。）を控除した数の本割当株式につき、当該時点をも
って、当社はこれを当然に無償取得いたします。
　また、本割当株式のうち、本譲渡制限期間が満了した時点（以下「期間満了時点」と
いう。）において下記③の譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されてい
ないものがある場合には、期間満了時点の直後の時点をもって、当社はこれを当然に無
償で取得するものといたします。

③ 譲渡制限の解除
　当社は、割当対象者が当社の管理職層従業員又は当社国内子会社の管理職層従業員の
場合は、本譲渡制限期間中継続して当社又は当社国内子会社の従業員のいずれかの地位
にあったことを条件として、また、割当対象者が当社国内子会社の取締役、監査役の場
合は、本譲渡制限期間中継続して当社の従業員又は当社国内子会社の取締役、監査役若
しくは従業員のいずれかの地位にあったことを条件として、期間満了時点をもって、当
該時点において割当対象者が保有する本割当株式の全部につき、譲渡制限を解除いたし
ます。ただし、上記の退任又は退職につき当社執行役員CHROが正当と認める理由があ
る場合、若しくは別途当社と割当対象者との間で締結される割当契約書に定める事由に
該当する場合には、上記②記載の無償取得後の数の本割当株式の全部につき、当該退任
又は退職直後の時点若しくは当該事由に該当することとなった時点の直後の時点をもっ
て、譲渡制限を解除いたします。

④ 株式の管理に関する定め
　割当対象者は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社に、当社が指定する方法にて、本割当株式
について記載又は記録する口座の開設を完了し、譲渡制限が解除されるまでの間、本割
当株式を当該口座に保管・維持するものといたします。

⑤ 組織再編等における取扱い
　当社は、本譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社と
なる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会
（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合において
は、当社取締役会）で承認された場合には、当社執行役員CHROの決定により、2024
年４月１日から当該承認の日を含む月までの月数を、36で除した数に、当該承認の日
において割当対象者が保有する本割当株式の数を乗じた数（ただし、計算の結果１株未
満の端数が生ずる場合には、これを切り捨てるものとする。）の本割当株式につき、当
該組織再編等の効力発生日の前営業日の直前時をもって、これに係る譲渡制限を解除す
るものといたします。
　この場合には、当社は当該組織再編等の効力発生日の前営業日をもって、上記の定め
に基づき同日において譲渡制限が解除されていない本割当株式の全部を当然に無償で取
得するものといたします。
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⑷　払込金額の算定根拠及びその具体的内容
　本自己株処分における処分価額につきましては、2024年５月13日開催の当社取締役会
にて自己株式取得に係る事項等を決議しておりますので、恣意性を排除した価格とすべ
く、本株式の処分に係る取締役会決議の直前営業日（2024年５月10日）の東京証券取引
所における当社普通株式の取引所終値である225.9円と条件決定日（2024年５月17日）
の直前営業日（2024年５月16日）の東京証券取引所における当社普通株式の取引所終値
のいずれか高い方の終値を使用します（終値に小数点第一位数値が発生した場合、切り上
げをします。当日に終値が付かなかった場合は、１営業日毎に遡った営業日の終値としま
す。)。
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株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

第16期
2023年4月 1 日から
2024年3月31日まで

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2023年4月1日残高  17,479  15,979  37,278 53,258 46,286 46,286
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △19,094 △19,094
当期純利益 45,176 45,176
自己株式の取得
自己株式の処分 1,472 1,472
自己株式の消却 △7,528 △7,528
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 △6,056 △6,056 26,082 26,082
2024年3月31日残高 17,479 15,979 31,222 47,202 72,368 72,368

第16期
2023年4月 1 日から
2024年3月31日まで

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2023年4月1日残高 △19,459 97,565 △49 △49 97,515
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △19,094 △19,094
当期純利益 45,176 45,176
自己株式の取得 △3,478 △3,478 △3,478
自己株式の処分 5,025 6,498 6,498
自己株式の消却 7,528 － －
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 108 108 108

事業年度中の変動額合計 9,075 29,101 108 108 29,210
2024年3月31日残高 △10,383 126,666 58 58 126,725
(注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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　市場価格のない株式等………
　以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　市場価格のない株式等………主として移動平均法による原価法を採用しております。

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社及び関連会社株式……移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券

デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ…………………時価法を採用しております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………定額法を採用しております。
無形固定資産……………………定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金……………………個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。
②　賞与引当金……………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額の当事業年度負担額を計上しております。
③　株式給付引当金………………株式交付規程に基づく当社従業員への当社株式の交付に備え

るため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づ
き計上しております。

④　役員株式給付引当金…………株式交付規程に基づく当社取締役及び当社執行役員への当社
株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式給付債
務の見込額に基づき計上しております。

⑤　関係会社事業損失引当金……関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状
態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

⑷　収益の計上基準
①　顧客との契約から生じる収益

　当社の顧客との契約から生じる収益について、以下のステップを適用することにより認識
しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
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計

子会社株式（PERSOL Asia Pacific Pte. Ltd.） 105,368

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。
ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

　当社は、主にグループの経営管理等を行っており、顧客である子会社へ契約内容に応じた
役務を提供する義務を負っております。当該履行義務については、役務提供が行われた時点
で充足されるため、同時点で収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務の充足時点から概ね１か月で支払いを受けております。
②　配当金

　子会社からの受取配当金について、配当金の効力発生日をもって認識し、売上高に計上し
ております。

２．会計上の見積りに関する注記
PERSOL Asia Pacific Pte. Ltd.に係る子会社株式の評価
⑴　計算書類に計上した金額

（単位：百万円）

⑵　見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　当社が保有するPERSOL Asia Pacific Pte. Ltd. は中間持株会社であり、同社株式の評価
に当たっては傘下子会社の超過収益力を反映して実質価額を算定し、減損処理の要否を検
討しております。当株式の実質価額においては、Programmed社の占める割合が大きいこ
とから、Programmed社の超過収益力が大幅に減少した場合、減損処理が必要となる可能
性があります。
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3．追加情報に関する注記
⑴　当社取締役及び当社執行役員に対する株式報酬制度（BIP信託①）

　当社は、2017年６月の定時株主総会決議に基づき、2017年８月より、当社グループの中長
期的な会社業績及び企業価値の向上に対するインセンティブ付与を目的として、当社取締役
（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）及び当社執行役員（以下「業務執行取締
役等」という。）を対象に、信託を活用した業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」とい
う。）を導入いたしました。
　また、2020年11月10日の取締役会におきまして、監査等委員である取締役及び社外取締役
（以下「非業務執行取締役」という。）を対象とした株式報酬制度を導入いたしました。
　これは、非業務執行取締役においても中長期的な企業価値向上への貢献意欲を高めるととも
に、株主との利益意識の共有を図る必要があり、非業務執行取締役にも本制度を適用すること
が相当と判断したためです。

①　制度の概要
　本制度は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下「BIP信託」という。）と
称される仕組みを採用しております。BIP信託とは、欧米の業績連動型株式報酬
（Performance Share）制度及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）制度と同様
に、役位や経営計画等の目標達成度等に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額
の金銭（以下「当社株式等」という。）を業務執行取締役等並びに非業務執行取締役に、原
則として退任後に交付又は給付する制度であります。ただし、非業務執行取締役につきまし
ては、客観的な立場から業務執行の妥当性を判断する経営監視機能を担っていることに鑑
み、交付する株式数は業績とは連動させず、固定的に付与するものといたします。なお、後
述のグループ子会社の取締役に対してもBIP信託の仕組みを採用した株式交付制度の導入を
決議しておりますが、当社業務執行取締役等を対象とする制度はBIP信託①、グループ子会
社の取締役を対象とする制度はBIP信託②として、それぞれ分けて管理しております。

②　信託が保有する自己株式
　信託が保有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、
純資産の部に自己株式として計上しております。BIP信託①が保有する当事業年度末における
当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、1,893百万円、7,991千株であります。
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⑵　当社グループ子会社の取締役、並びに当社及び当社グループ子会社の幹部社員に対する株式
交付制度(BIP信託②及びESOP信託)
　当社は、2017年８月より、当社グループの中長期的な会社業績及び企業価値の向上に対す
るインセンティブ付与を目的として、当社グループ子会社の取締役、並びに当社及び当社グル
ープ子会社の幹部社員（以下「グループ経営幹部等」という。）を対象に、信託を活用して当
社株式を交付する制度（以下「本制度」という。）を導入いたしました。また、2020年11月
10日の取締役会におきまして、中長期での企業価値のさらなる向上を目的として対象者の拡大
を決議し、一部のグループ会社の取締役に対しては、業績連動型株式報酬制度を導入いたしま
した。

①　制度の概要
　グループ経営幹部等のうち、当社グループ子会社の取締役を対象とした本制度は、⑴と同
様にBIP信託と称される仕組みを採用しております。また、当社及び当社グループ子会社の
幹部社員を対象とした制度は、株式付与ESOP（Employee Stock Ownership Plan）信託
（以下「ESOP信託」という。）と称される仕組みを採用しております。両制度とも、当社
株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭（以下「当社株式等」という。）をグループ経
営幹部等に対して、原則として退任・退職後に交付及び給付します。

②　信託が保有する自己株式
　信託が保有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、
純資産の部に自己株式として計上しております。当事業年度末における当該自己株式の帳簿
価額及び株式数は、BIP信託②が1,055百万円、4,580千株、ESOP信託が2,895百万円、
12,019千株であります。
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（１）　処分期日 2023年９月27日
（２）　処分する株式の種類

及び数 当社普通株式　897,178株

（３）　処分価額 １株につき2,884円
（４）　処分総額 2,587,461,352円

（５）　処分先
当社の管理職層従業員　　　　　202 名 69,892 株
当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従業員
　　　　　　　　　　　　　  2,391 名 827,286 株

⑶　譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分
　当社は、2023年５月19日開催の当社取締役会において譲渡制限付株式報酬としての自己株
式の処分を決議し、2023年９月27日に払込手続が完了いたしました。
①　処分の概要

（注）2023年５月19日開催の当社取締役会において決議しました処分する当社普通株式の
数は943,888株でしたが、処分予定先であった当社の管理職層従業員並びに当社国内
子会社の取締役、監査役及び管理職層従業員のうち135名については、失権したもの
として自己株式の処分は行っておりません。

②　処分の目的及び理由
　当社は、当社の管理職層従業員並びに当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従業
員に企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、当社の株主の皆様と
のより一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式を交付する株式報酬制度
に基づき、2023年５月19日開催の当社取締役会において本自己株式の処分を決議いたしま
した。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 8,157百万円

①　短期金銭債権 26,690百万円
②　短期金銭債務 162,374百万円
③　長期金銭債権 4,900百万円

Programmed Maintenance Services Limited 12,620百万円
P-Serv Pte. Ltd. 314百万円
PERSOLKELLY Singapore Pte. Ltd. 76百万円
PERSOLKELLY Hong Kong Limited 7百万円

営業取引
　　営業収益 64,806百万円
　　営業費用 5,957百万円
営業取引以外の取引高 1,245百万円

4．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

⑶　債務保証
　次の関係会社について、金融機関からの借入等に関し債務保証を行っております。

5．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

⑵　関係会社株式評価損
　関係会社株式評価損は、当社の関連会社の株式について評価損を計上したことによるもので
あります。

⑶　関係会社債権放棄損
　関係会社債権放棄損は、当社の連結子会社に対する債権放棄によるものであります。
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当事業年度期首株式数
（千株）

当事業年度増加株式数
（千株）

当事業年度減少株式数
（千株）

当事業年度末株式数
（千株）

自己株式

　普通株式 9,177 42,493 5,450 46,220

　　　合計 9,177 42,493 5,450 46,220

6．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 普通株式の自己株式数の増加42,493千株は、2023年10月1日付で普通株式1株につ
き10株の割合で分割を行ったことによる増加42,098千株及び譲渡制限付株式保有者
の退職及び制度移行に伴う無償取得による増加394千株であります。

　　　２. 普通株式の自己株式数の減少5,450千株は、自己株式の消却による減少3,505千株、
譲渡制限付株式の付与による減少897千株及び役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP
信託による当社株式の処分又は交付による減少1,047千株であります。

　　　３. 当事業年度末の自己株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社の株式12,572千
株及び株式付与ESOP信託が保有する当社の株式12,019千株が含まれております。
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繰延税金資産 （百万円）
未払事業税否認額 6
賞与引当金 96
貸倒引当金 1,500
株式給付引当金 272
未払費用否認額 61
関係会社株式評価損 2,997
資産除去債務 989
減損損失 0
減価償却超過額 424
税務上の繰越欠損金 1,068
関係会社株式 2,177
その他有価証券評価差額金 12
その他 211

繰延税金資産　　小計 9,819
評価性引当額 △8,142
繰延税金資産　　合計 1,677

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △39
前払費用 △9
資産除去債務に対応する除去費用 △177

繰延税金負債　　合計 △226
繰延税金資産の純額 1,450

7．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵　法人税及び地方法人税の会計処理及びこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合
の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従っ
て、法人税及び地方法人税の会計処理及びこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を
行っております。
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（単位：百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合

関連当事者と
の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期 末

残 高

子会社 パーソルテンプスタッフ㈱ 所 有
直 接 1 0 0 ％

資金の借入
管理業務の受託

資金の借入
（注）１ 28,552 CMS預り金 48,657

利息の支払
（注）２ 105 ー ー

管理業務の受託
（注）３ 3,452 売 掛 金 332

子会社 パーソルキャリア㈱ 所 有
直 接 1 0 0 ％

役員の兼任
資金の借入

管理業務の受託

資金の借入
（注）１ 6,036 CMS預り金 19,804

利息の支払
（注）２ 310 ー ー

管理業務の受託
（注）３ 3,993 売 掛 金 357

子会社 パ ー ソ ル ク ロ ス
テ ク ノ ロ ジ ー ㈱

所 有
直 接 1 0 0 ％ 資金の借入

資金の借入
（注）１ 2,937 CMS預り金 20,508

利息の支払
（注）２ 86 ー ー

子会社 パーソルプロセス＆
テ ク ノ ロ ジ ー ㈱

所 有
間 接 1 0 0 ％

資金の借入
システム関連
業務の委託

資金の借入
（注）１ 5,970 CMS預り金 13,592

利息の支払
（注）２ 45 ー ー

システム関連
業 務 の 委 託
（注）４

2,165 未払金 425

子会社 パーソルエクセルＨＲ
パ ー ト ナ ー ズ ㈱

所 有
間 接 6 6 . 6 ％ 資金の借入

資金の借入
（注）１ 2,633 CMS預り金 20,254

利息の支払
（注）２ 89 ー ー

子会社
パーソルファクトリー
パ ー ト ナ ー ズ ㈱

所 有
間 接 1 0 0 ％ 資金の借入

資金の借入
（注）１ 1,170 CMS預り金 13,484

利息の支払
（注）２ 63 ー ー

8．関連当事者との取引に関する注記
　子会社及び関連会社等

－ 48 －



2024/05/18 18:49:37 / 23071105_パーソルホールディングス株式会社_招集通知

個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合

関連当事者と
の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科 目 期 末

残 高

子会社 パ ー ソ ル マ ー ケ
テ ィ ン グ ㈱

所 有
間 接 1 0 0 ％ 資金の借入

資金の返済
（注）１ 1,853 CMS預り金 4,010

利息の支払
（注）２ 27 ー ー

子会社 パ ー ソ ル A V C
テ ク ノ ロ ジ ー ㈱

所 有
間 接 6 6 . 6 ％ 資金の借入

資金の借入
（注）１ 1,177 CMS預り金 5,908

利息の支払
（注）２ 29 ー ー

子会社 パ ー ソ ル イ ノ
ベ ー シ ョ ン ㈱

所 有
間 接 1 0 0 ％ 資金の貸付

資金の貸付
（注）１ 390 CMS預け金 1,183

利息の受取
（注）２ 80 長期貸付金

（注）８ 4,738

子会社 ポ ス タ ス ㈱
所 有
間 接 1 0 0 ％ 資金の貸付

資金の貸付
（注）１ 129 CMS預け金 3,308

利息の受取
（注）２ 50 ー ー

子会社 シ ェ ア フ ル ㈱
所 有
間 接 1 0 0 ％ 資金の貸付

資金の貸付
（注）１ 2,923 CMS預け金 4,786

利息の受取
（注）２ 51 ー ー

子会社
Programmed 
Maintenance 
Services Limited

所 有
間 接 1 0 0 ％ 債務保証

債 務 保 証
（注）５ 12,620 ー ー

保証料の受取
（注）６,７ 108 未 収 入 金 17
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⑴　１株当たり純資産 55円44銭
⑵　１株当たり当期純利益 19円81銭

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 資金の貸付及び回収、借入及び返済の取引金額は当事業年度の純増減額を記載して

おります。
２. 約定金利は市場金利を勘案して決定しております。
３. 管理業務料の金額は、毎期交渉等の上、決定しております。
４. システム関連業務委託料については、委託する内容に基づき、個別に契約を締結し

決定しております。
５. 債務保証については、関係会社の金融機関からの借入等に関し保証を行っているも

のであり、担保提供は受けておりません。
６. 保証料の受取については、市場金利をもとに協議の上決定しております。
７. 上記金額のうち、取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には換算差

損益が含まれております。
８. 長期貸付金に対し、当事業年度において4,738百万円の貸倒引当金繰入額を計上し

ており、当事業年度末の引当金残高は4,738百万円であります。

9．１株当たり情報に関する注記

（注）1株当たり純資産及び1株当たり当期純利益は、当事業年度に行いました株式の分割が当事
業年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

10．重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得）

　当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読
み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしまし
た。

⑴　自己株式の取得を行う理由
　当社は、中長期的な企業価値の向上と継続的な配当の実施を通じた株主還元を重要な経
営課題と位置づけています。この度、当社の中期経営計画の進捗及び財務状況、並びに株
価の状況等に鑑み、株主還元の拡充を図るため、自己株式を取得するものです。
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（１）　取得する株式の種類 当社普通株式

（２）　取得する株式の総数
123,700,000株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合5.41％）

（３）　株式取得価額の総額 200億円（上限）

（４）　自己株式の取得期間 2024年6月3日～2025年3月31日

（５）　取得の方法 東京証券取引所における市場買付

（６）　その他

本件により取得した自己株式については、そのうち３分の１の
み将来の株式報酬制度に活用するため保有するものの、その他
は会社法第178条の規定に基づく取締役会決議により消却する
予定です。

（１）　処分期日 2024年９月25日

（２）　処分する株式の種類及び数（※１） 当社普通株式　13,740,944株

（３）　処分価額（※２） １株につき226円

（４）　処分総額（※３） 3,105,453,344円

（５）　処分予定先（※４）
当社の管理職層従業員　　　　　248名　  1,097,152株
当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従業員
　　　　　　　　　　　　　　2,858名　12,643,792株

（６） その他
本自己株処分については、金融商品取引法に基づく有価証券
届出書の効力発生を条件とします。

⑵　取得の内容

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）
　当社は、2024年５月13日開催の当社取締役会において、今後の当社及び当社グループの経
営を担っていく管理職及びそれに準じる役職に就く社員を対象とする３年間の期間に係る譲渡
制限付株式報酬として自己株式の処分（以下「本自己株処分」という。）を行うことについ
て、下記のとおり決議いたしました。

処分の概要

※１．処分株式数は、割当対象者１名当たり１百万円を上限としたものに本株式の処分に
係る取締役会決議の直前営業日（2024年５月10日）の東京証券取引所における当
社普通株式の取引所終値である225.9円の小数点第一位を切り上げた226円で除
し、１人当たり株式数を算出します（１株未満切り捨て）。その１人当たり株式数
に割当対象者3,106名を乗じた株数で処分されたと仮定した場合の現時点の見込数
であります。実際の処分株式数につきましては、本株式の処分に係る取締役会決議
の直前営業日（2024年５月10日）の東京証券取引所における当社普通株式の取引
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所終値である225.9円と条件決定日（2024年５月17日）の直前営業日（2024年５
月16日）の東京証券取引所における当社普通株式の取引所終値のいずれか高い方の
終値を使用し、上記算定式に当てはめ、算出した数となります（終値に小数点第一
位数値が発生した場合、切り上げをします。当日に終値が付かなかった場合は、１
営業日毎に遡った営業日の終値とします。）。

※２．処分価額は、2024年５月13日開催の当社取締役会の直前営業日（2024年５月10
日）の東京証券取引所における当社普通株式の取引所終値である225.9円の小数点
第一位を切り上げた226円で処分されたと仮定した場合の現時点の見込額を記載し
ております。実際の処分価額につきましては、本取締役会決議の直前営業日（2024
年５月10日）の東京取引所における当社普通株式の取引所終値である225.9円と条
件決定日（2024年５月17日）の直前営業日（2024年５月16日）の東京証券取引
所における当社普通株式の取引所終値のいずれか高い方の終値を使用します（終値
に小数点第一位数値が発生した場合、切り上げをします。当日に終値が付かなかっ
た場合は、１営業日毎に遡った営業日の終値とします。）。

※３．処分総額は、処分株数に処分価額を乗じ算出を行っており、現時点の見込額を記載
しております。実際の処分総額につきましては、条件決定日（2024年５月17日）
に処分株数と処分価額が決まることにより確定いたします。

※４．処分予定先の株数は、処分する株式の種類及び数に記載の株数を人数に応じ配分し
た株数であり、現時点の見込数を記載しております。実際の処分予定先の株数につ
きましては、条件決定日（2024年５月17日）に処分する株式の種類及び数が決ま
ることにより確定いたします。

⑵　処分の目的及び理由
　当社は、当社の管理職層従業員並びに当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従
業員に企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、当社の株主の皆
様とのより一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式を交付する株式報
酬制度（以下「本制度」という。）を導入することを決定いたしました。
　当社は、2024年５月13日開催の当社取締役会において、当社の管理職層従業員並びに
当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従業員に対する2024年４月１日から2027
年３月31日までの期間に係る譲渡制限付株式報酬として、割当予定先である当社の管理職
層従業員並びに当社国内子会社の取締役、監査役及び管理職層従業員3,106名（以下「割
当対象者」という。）に対し、金銭報酬債権を支給し、割当対象者が当該金銭報酬債権の
全部を現物出資の方法によって給付することにより、特定譲渡制限付株式として当社普通
株式を割り当てることを決議いたしました。なお、各割当対象者に対する金銭報酬債権の
額は、当社及び当社国内子会社における各割当対象者の貢献度等諸般の事項を総合的に勘
案の上、決定しております。また、当該金銭報酬債権は、各割当対象者が、当社との間
で、大要、以下の内容をその内容に含む譲渡制限付株式割当契約（以下「割当契約」とい
う。）を締結すること等を条件として支給いたします。
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⑶　割当契約の概要
① 譲渡制限期間

2024年９月25日～2027年３月31日
　上記に定める譲渡制限期間（以下「本譲渡制限期間」という。）において、割当対象
者は、当該割当対象者に割り当てられた譲渡制限付株式（以下「本割当株式」とい
う。）につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈
その他一切の処分行為をすることができません（以下「譲渡制限」という。）。
　本制度は、2024年４月１日に在籍する当社の管理職層従業員並びに当社国内子会社
の取締役、監査役及び管理職層従業員を割当対象者とするものであり、当該日より始ま
る３年間の労務に対するインセンティブ制度です。

② 譲渡制限付株式の無償取得
　当社は、割当対象者が当社の管理職層従業員又は当社国内子会社の管理職層従業員の
場合は、本譲渡制限期間が満了する前に当社の従業員及び当社国内子会社の従業員のい
ずれの地位からも退任又は退職したときに、割当対象者が当社国内子会社の取締役、監
査役の場合は、本譲渡制限期間が満了する前に当社の従業員並びに当社国内子会社の取
締役、監査役及び従業員のいずれの地位からも退任又は退職したときに、当社執行役員
CHROが正当と認める理由がある場合、若しくは別途当社と割当対象者との間で締結さ
れる割当契約書に定める事由に該当する場合を除き、本割当株式を、当該退任又は退職
の時点をもって、当然に無償で取得するものといたします。
　なお、上記の退任又は退職につき当社執行役員CHROが正当と認める理由がある場
合、若しくは別途当社と割当対象者との間で締結される割当契約書に定める事由に該当
する場合には、当該時点において割当対象者が保有する本割当株式の数（以下「本株式
数」という。）から、2024年４月から当該退任又は退職した日又は当該事由が発生し
た日を含む月までの月数を36で除した数（ただし、計算の結果１を超える場合には１
とする。）に本株式数を乗じた数（ただし、計算の結果１株未満の端数が生ずる場合に
は、これを切り捨てるものとする。）を控除した数の本割当株式につき、当該時点をも
って、当社はこれを当然に無償取得いたします。
　また、本割当株式のうち、本譲渡制限期間が満了した時点（以下「期間満了時点」と
いう。）において下記③の譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されてい
ないものがある場合には、期間満了時点の直後の時点をもって、当社はこれを当然に無
償で取得するものといたします。

③ 譲渡制限の解除
　当社は、割当対象者が当社の管理職層従業員又は当社国内子会社の管理職層従業員の
場合は、本譲渡制限期間中継続して当社又は当社国内子会社の従業員のいずれかの地位
にあったことを条件として、また、割当対象者が当社国内子会社の取締役、監査役の場
合は、本譲渡制限期間中継続して当社の従業員又は当社国内子会社の取締役、監査役若
しくは従業員のいずれかの地位にあったことを条件として、期間満了時点をもって、当
該時点において割当対象者が保有する本割当株式の全部につき、譲渡制限を解除いたし
ます。ただし、上記の退任又は退職につき当社執行役員CHROが正当と認める理由があ
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る場合、若しくは別途当社と割当対象者との間で締結される割当契約書に定める事由に
該当する場合には、上記②記載の無償取得後の数の本割当株式の全部につき、当該退任
又は退職直後の時点若しくは当該事由に該当することとなった時点の直後の時点をもっ
て、譲渡制限を解除いたします。

④ 株式の管理に関する定め
　割当対象者は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社に、当社が指定する方法にて、本割当株式
について記載又は記録する口座の開設を完了し、譲渡制限が解除されるまでの間、本割
当株式を当該口座に保管・維持するものといたします。

⑤ 組織再編等における取扱い
　当社は、本譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社と
なる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会
（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合において
は、当社取締役会）で承認された場合には、当社執行役員CHROの決定により、2024
年４月１日から当該承認の日を含む月までの月数を、36で除した数に、当該承認の日
において割当対象者が保有する本割当株式の数を乗じた数（ただし、計算の結果１株未
満の端数が生ずる場合には、これを切り捨てるものとする。）の本割当株式につき、当
該組織再編等の効力発生日の前営業日の直前時をもって、これに係る譲渡制限を解除す
るものといたします。
　この場合には、当社は当該組織再編等の効力発生日の前営業日をもって、上記の定め
に基づき同日において譲渡制限が解除されていない本割当株式の全部を当然に無償で取
得するものといたします。

⑷　払込金額の算定根拠及びその具体的内容
　本自己株処分における処分価額につきましては、2024年５月13日開催の当社取締役会
にて自己株式取得に係る事項等を決議しておりますので、恣意性を排除した価格とすべ
く、本株式の処分に係る取締役会決議の直前営業日（2024年５月10日）の東京証券取引
所における当社普通株式の取引所終値である225.9円と条件決定日（2024年５月17日）
の直前営業日（2024年５月16日）の東京証券取引所における当社普通株式の取引所終値
のいずれか高い方の終値を使用します（終値に小数点第一位数値が発生した場合、切り上
げをします。当日に終値が付かなかった場合は、１営業日毎に遡った営業日の終値としま
す。)。
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